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内容 

 本書は，平成２４年５月に刊行した四訂補訂版に，その後，刑法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第４９
号）による刑の一部執行猶予制度等に対応するように加筆補正されるとともに刑事訴訟法等の一部を改正する
法律（平成２８年第５４号（ただし，平成２８年１２月１日までに施行のもの））の施行等及び「事件の受付及び分配
に関する事務の取扱について」等の通達の改正に伴い必要な改訂がされたものです。 
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